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中労委、平６不再22、平8.12.18 

 

命 令 書 

 

 再審査申立人  学校法人東朋学園 

   同   学校法人高宮学園 

 

 再審査被申立人 札幌地域労働組合 

 

主  文 

Ｉ 本件初審命令主文を次のように改める。 

１ 再審査申立人学校法人高宮学園（以下「高宮学園」という。）は、再審査

申立人学校法人東朋学園（以下「東朋学園」という。）札幌校の職員に対し

て再審査被申立人札幌地域労働組合（以下「組合」という。）に加入しない

ように求めたり、組合員に対して組合からの脱退を勧奨したり、組合及び

組合役員をひぼうしたりして、組合の運営に支配介入してはならない。 

２ 東朋学園は、組合のビラを回収して廃葉したりして、組合の運営に支配

介入してはならない。 

３ 東朋学園は、組合から申入れのあった配置転換に関する団体交渉に誠意

をもって応じることなくこれを一方的に実施したりして、組合の運営に支

配介入してはならない。 

４ 東朋学園は、本命令交付後速やかに、下記の文書を組合に交付しなけれ

ばならない。 

記 

  当学園が、貴組合のビラを回収して廃棄したこと、週休の取り方に関す

る団体交渉に応じなかったこと、及び配置転換に関する団体交渉に応じず

これを一方的に実施したことは、中央労働委員会により不当労働行為であ

ると認定されました。 

  今後、このような行為を繰り返さないようにします。 

   平成 年 月 日 

  札幌地域労働組合 

   委員長 Ｘ１ 殿 

                    学校法人 東朋学園 

                     理事長 Ｙ１ ㊞ 

５ 高宮学園は、本命令交付後速やかに、下記の文書を組合に交付しなけれ

ばならない。 

記 

  当学園が、東朋学園札幌校の職員に対して貴組合に加入しないよう求め

たり、貴組合員に対して貴組合からの脱退を勧奨したり、貴組合及び貴組

合役員をひぼうしたことは、中央労働委員会により不当労働行為であると
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認定されました。 

  今後、このような行為を繰り返さないようにします。 

   平成 年 月 日 

  札幌地域労働組合 

   委員長 Ｘ１ 殿 

                    学校法人 高宮学園 

                     理事長 Ｙ２ ㊞ 

６ 組合のその余の救済申立てを棄却する。 

Ⅱ 東朋学園及び高宮学園のその余の本件各再審査申立てを棄却する。 

 

理  由 

第１ 当委員会の認定した事実 

１ 当事者 

  当事者について当委員会の認定した事実は、本件初審命令理由の第１認

定した事実（以下単に「初審命令理由第１」という。）の「１ 当事者」の

うち、その一部を次のとおり改めるほかは、当該認定した事実と同一であ

るので、これを引用する。この場合において、「被申立人」を「再審査申立

人」と、「申立時」を「初審申立時」と、「申立人」を「再審査被申立人」

とそれぞれ読み替えるものとする。 

  ⑴中「（以下「Ｙ１理事長」という。）」を「（以下「Ｙ２理事長」という。）」

に、「（以下「札幌校」という。）」を「（初審申立時職員約50人。以下「札幌

校」という。）」にそれぞれ改め、「申立時職員約50人（札幌校）をもって、」

を削る。 

２ 本件申立てに至る経緯 

  本件申立てに至る経緯について当委員会の認定した事実は、初審命令理

由第１の「２ 本件申立てに至る経緯」と同一であるので、これを引用す

る。この場合において、「当委員会」を「北海道地方労働委員会」と読み替

えるものとする。 

３ 東朋学園及び高宮学園の人事・労務管理等の実態について 

  東朋学園と高宮学園は、それぞれ別個の法人格を有しているが、その主

な人事・労務管理等の実態は次のとおりである。 

⑴ 初審申立時において、東朋学園の役員６人中４人までを高宮学園の役

員が兼ねている。 

⑵ 職員の募集は、代々木ゼミナールグループとして行われ、試験地は原

則として勤務希望地であり、札幌校においては、同校のＹ３総局長（平

成３年11月頃同校へ出向を命ぜられ、同月23日、同校に赴任。以下「Ｙ３

総局長」という。）及び同校のＹ４局長らが面接を行っているが、最終的

に面接する者は、多くの場合Ｙ２理事長であった。 

⑶ 東朋学園の職員の人事異動は、Ｙ２理事長、Ｙ５東朋学園理事長・高

宮学園理事（初審結審後の平成６年４月に死亡。同月、Ｙ２理事長の実
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子であるＹ１が東朋学園理事長に就任。）に高宮学園法人統括本部長（東

朋学園法人統括本部長を兼務）、高宮学園統括総局長（東朋学園理事を兼

務）及び高宮学園人事統括本部長（東朋学園人事統括本部長を兼務）を

加えた高宮学園の役職員で構成される人事会議において、代々木ゼミナ

ールグループ全体の職員の人事異動の一環として決定されており、現に

同３年11月から翌年３月までの間に、主として北海道以外の地域の代々

木ゼミナールグループに所属する職員に対して、Ｙ２理事長名で札幌校

勤務を具体的なポストまで示して発令している。一方、東朋学園が同４

年５月16日付けで発した配置転換命令にみられるように、札幌校内の配

置転換は東朋学園が行っている。 

⑷ 東朋学園と高宮学園の賃金体系、就業規則等の労働条件に関する事項

の内容は基本的に同一であるが、札幌校においては暖房手当の制度があ

った。 

  札幌校の暖房手当の支給については、最終的にＹ２理事長の決裁によ

って、平成２年度は支給し、同３年度から支給を停止することが決定さ

れたが、同３年11月12日、札幌校において、Ｙ２理事長は、職員に対し、

「暖房手当は、僕が責任をもって支給する。」と述べ、その後暖房手当は

支給された。 

⑸ 東朋学園と組合との団体交渉については、同学園の札幌在勤の幹部は、

交渉事項に関する事務折衝を行っていたが、当該幹部のみでは団体交渉

は行われておらず、同学園の役職員を兼ねる東京在住の高宮学園の統括

総局長及び理事長室付の２名が交渉担当者として札幌校に出向いて団体

交渉が行われている。これらの交渉担当者は、全国の代々木ゼミナール

グループ各校を巡回して団体交渉等の重要な事務処理に当たっていたた

め、札幌校に関する団体交渉の日程、時間等は、これら交渉担当者の都

合により相当制約されていた。 

４ 支配介入の言動について 

  支配介入の言動について当委員会の認定した事実は、初審命令理由第１

の「４ 支配人介入の言動について」と同一であるので、これを引用する。 

５ 札幌校内におけるビラ配布について 

  札幌校内におけるビラ配布について当委員会の認定した事実は、初審命

令理由第１の「８ 札幌校内におけるビラ配布について」のうち、⑵を次

のとおり改めるほかは、当該認定した事実と同一であるので、これを引用

する。この場合において、「当委員会」を「北海道地方労働委員会」と読み

替えるものとする。 

⑵ 同年３月２日、札幌校において、Ｘ２副支部長及びＸ３書記長は、昼

休みに東朋学園の許可を受けずに、ビラを管理職を含めた約50人の職員

のロッカーの上に１枚ずつ置いた。 

  このビラは、東朋学園が組合を無視して札幌校の従来の就業規則を一

方的に改定しようとしており、また、改定内容が懲戒規定、組合活動の
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取扱い、生理休暇等の変更や、昇給・賞与の査定の導入、出向規定の新

設等において労働者に不利益になっているなどとして、同学園を批判す

るものであった。 

  東朋学園は、従前、支部がこれと同様の方法でビラを配布したときに

は、配布対象者が限定されていたこともあって、配布事実を認知するに

は至らなかったが、同日、上記ビラに気付いた札幌校のＹ６学務部副部

長（以下「Ｙ６副部長」という。）は、部下に事実の確認を命じた。夕方

までには部下によってビラの相当枚数が回収され、後に廃棄された。 

  翌３日、東朋学園は、Ｘ３書記長に対し、許可なくその施設内でビラ

を配布することは就業規則に違反する行為であるとして、配布しないよ

う注意した。これに対し、Ｘ３書記長は、ビラの配布は正当な組合活動

であり、これを妨害する行為は不当労働行為であるとして、Ｙ６副部長

に抗議した。 

６ 団体交渉について 

  団体交渉について当委員会の認定した事実は、初審命令理由第１の「９ 

団体交渉について」のうち、その一部を次のとおり改めるほかは、当該認

定した事実と同一であるので、これを引用する。この場合において、「当委

員会」を「北海道地方労働委員会」と読み替えるものとする。 

⑴ ⑷中「同月25日、」を「同月24日、組合は、東朋学園及び高宮学園によ

る不利益取扱い及び支配介入の禁止を求めて北海道地方労働委員会に本

件初審救済申立てを行い、翌25日、」に改める。 

⑵ ⑹中「提訴したため、」を「救済申立てを行ったため、」に改める。 

⑶ ⑺中「同月２日及び同月５日、」を「同年３月２日及び５日、」に、「申

入れを行った。」を「申入れを行う一方、同月３日には、団体交渉拒否に

対する救済を求める追加申立てを北海道地方労働委員会に行った。」にそ

れぞれ改める。 

⑷ ⑺の末尾に「しかし、同月13日には組合側の都合がつかず、団体交渉

は行われなかった。なお、新学期生徒募集のための変則勤務については、

結局管理職が対応し、組合員には変則勤務の業務命令は出されずに経過

したため、協議事項から外された。」を加える。 

⑸ ⑽中「配置転換に係る団体交渉に応ずるよう申入れを行った。」を「配

置転換は団体交渉の重要な課題であるとして、事前に団体交渉を行うよ

う申し入れたが、同学園は、人事異動は学園が決定することであるとし

て団体交渉には応じなかった。」に改める。 

⑹ ⑾中「行ったことから、」を「行った。この配置転換は、15人の職員を

対象にしたものであったが、そのうち組合員が13人を占めていた。」に改

める。 

⑺ ⑿の末尾に「同月29日、組合は、同年２月25日以降８回にわたる団体

交渉の申入れに対し、東朋学園が不当に拒否し続けているとして、北海

道地方労働委員会に追加の救済申立てを行った。」を加える。 
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⑻ ⒁を次のとおり改める。 

  同月17日、組合は東朋学園と週休の取り方について団体交渉を約１時

間行った。次いで、同月22日、組合は、同学園に対し、週休の取り方そ

の他について同月27日までの間に団体交渉を行うよう申し入れた。 

⑼ ⒂中「同月29日、」を「しかし、同月27日までに団体交渉が行われなか

ったことから、同月29日、」に改める。 

⑽ ⒃を次のとおり改める。 

  これに対して、同月30日、東朋学園は、支部に対し、同年７月７日に

行われる北海道地方労働委員会における本件審問後に団体交渉を行う旨

を回答し、同日、団体交渉が約２時間行われた。 

  次いで、同月22日に団体交渉が行われたが、この交渉では、週休二日

制の問題は業務を基本にして考えていくが、何か問題が生じた場合は個

別に話し合って解決していく、という東朋学園の提案に対して、組合は、

週休の変更が可能になったと判断し、同学園と口頭で合意した。しかし

ながら、同年８月29日、組合員がこの合意に従って週休の変更を願い出

たところ同学園に認められなかったことから、上記合意に対する同学園

と組合の認識の違いが明らかになった。しかし、組合は、同学園に改め

て団体交渉の申入れを行うことなく、北海道地方労働委員会に対して団

体交渉拒否に関する救済を求め続けた。 

第２ 当委員会の判断 

  再審査申立人らは、初審命令が、①職員に対して組合に加入しないよう求

めたり、組合からの脱退を勧誘したり、組合及び組合役員をひぼうしたりし

たこと、②組合のビラ配布を妨害したこと、③組合から申入れのあった週休

の取り方、新学期生徒募集の勤務時間及び配置転換に関する団体交渉に誠実

に応じず、労働条件を一方的に変更したことが不当労働行為に当たると判断

したことを不服として再審査を申し立てているほか、高宮学園の当事者適格

性についても争っているので、以下これらについて判断する。 

１ 高宮学園の当事者適格性について 

⑴ 再審査申立人らは、次のとおり主張する。 

  高宮学園は東朋学園とは全く別の法人であって、支部と高宮学園との

間には労使関係はない。初審命令は、高宮学園のＹ２理事長が東朋学園

の役員を兼務していることなどを根拠にして高宮学園の当事者適格性を

認めているが、明らかに誤りである。 

⑵ そこで、この点については判断する。 

ア 東朋学園及び高宮学園（以下「両学園」という。）の人事・労務管理

関係をみると、前記第１の３の⑵及び⑶で認定したとおり、職員の募

集は代々木ゼミナールグループとして行われ、高宮学園のＹ２理事長

が札幌校の職員の採用で多くの場合最終面接を行っていたこと、また、

高宮学園の役職員で構成される人事会議が、東朋学園を含めた代々木

ゼミナールグループ全体の職員の人事異動を決定していたことが認め
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られる。 

  また前記第１の３の⑷で認定したとおり、両学園の労働条件の内容

が基本的に同一であり、また、札幌校における暖房手当の支給につい

て、最終的にＹ２理事長が決裁を行い、さらに、前記第１でその一部

を改めて引用した初審命令理由第１の９の⑴で認定したとおり、東朋

学園を含めた代々木ゼミナールグループの週休二日制の手直しが高宮

学園からの指示で行われているという実態も認められる。 

  そして、前記第１の３の⑸で認定したとおり、東朋学園においては、

札幌在勤の幹部のみでは団体交渉は行われておらず、東朋学園の役職

員を兼ねる東京在住の高宮学園の統括総局長らが出向かないと団体交

渉が開かれないという状況も認められる。 

イ 以上を総合して考えると、両学園の関係は、高宮学園が、東朋学園

を含めた代々木ゼミナールグループ全体の職員の採用や、グループ内

の学校等の間の人事異動、週休二日制、暖房手当等の賃金・労働時間

制度等労働条件の基本的枠組みの決定を行う等、代々木ゼミナールグ

ループの人事・労務管理を統括しており、東朋学園は、札幌校内の人

事異動のほか、高宮学園が決定した労働条件の枠内で、札幌校におい

てその具体的運用を行うという分担関係にあったと推認するのが相当

である。 

  したがって、両学園の人事・労務管理関係のうち、職員の採用や労

働条件の基本的枠組みについては高宮学園が、札幌校内の人事異動や

決められた労働条件の具体的運用については東朋学園が、それぞれ実

質的な使用者であったと考えるべきであり、具体的な事案の内容に応

じて、両学園のいずれが当事者適格を有するかを判断するのが相当で

ある。 

２ 支配介入の言動について 

⑴ 再審査申立人らは、次のとおり主張する。 

  Ｙ２理事長の職員に対する訓示は、明るく楽しい職場を作ろうという

趣旨で一般的な訓話をしたにすぎず、支部書記長への発言も非礼な言動

に対する注意をしたものであって、初審命令がいうように職員に組合に

加入しないように求めたり、組合をひぼうしたりしたものではない。 

⑵ しかしながら、この点についての当委員会の判断は、本件初審命令理

由の第２判断の「３ 支配介入の言動について」の⑶の判断の一部を次

のとおり改めるほかは、当該判断と同一であるので、これを引用する。

この場合において、「前記第１」を「前記第１でその一部を改めて引用し

た初審命令理由第１」と読み替えるものとする。 

  「威嚇及び報復の要素が含まれているものと認められる。」の次に、次

の段落を加える。 

  このようなＹ２理事長の言動は、その内容や行われた状況からみて、

東朋学園の一理事の立場でなされたものとは認め難く、むしろ、代々木
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ゼミナールグループの人事・労務管理を統括する高宮学園の理事長とし

ての発言とみるのが自然である。 

３ ビラ配布について 

⑴ 再審査申立人らは、次のとおり主張する。 

  支部が東朋学園の施設内において就業規則に違反して無許可でビラを

配布したため、ビラの一部を回収して支部書記長に注意したものにすぎ

ず、不当労働行為に該当するものではない。 

⑵ そこで、この点について判断する。 

ア 支部が札幌校の施設を管理する東朋学園の許可を得ないで施設内で

ビラを配布したことは、前記第１でその一部を改めて引用した初審命

令理由第１の８の⑴で認定したとおり、形式的には就業規則第32条第

６号所定の減給等の対象事項に該当するように見受けられる。しかし

ながら、本件ビラの内容は、前記第１の５で認定したとおり、就業規

則の改定に関する組合側の主張を内容とするものであり、また、ビラ

配布の態様をみると、配布は就業時間外に行われたものであり、しか

も、職員のロッカーの上に置くという平穏な方法でなされたものであ

る。以上のことを考慮すると、本件ビラ配布は通常の組合活動の範囲

内のものであったというべきである。さらに、本件ビラ配布によって、

同学園の業務に支障をきたした事実は認められない。これに対して、

同学園が、ビラの相当枚数を配布後数時間のうちに回収して組合又は

支部に断りなく廃棄したことは行き過ぎといわざるを得ない。 

イ 以上のことから、東朋学園がビラを回収して廃棄したことは、組合

運営に対する支配介入であり、労働組合法第７条第３号に該当する不

当労働行為と判断するのが相当である。 

４ 団体交渉について 

⑴ 再審査申立人らは、次のとおり主張する。 

  東朋学園の団体交渉担当者は東京在住者で、全国の代々木ゼミナール

グループ各校を巡回して団体交渉等重要な事務処理を行っており、団体

交渉を頻繁に行うことができないことから、交渉事項によっては札幌校

の責任者らによる事務折衝により対応している。週休の取り方、配置転

換等についても学園側は団体交渉に応じないとの態度はとっていない。 

⑵ そこで、この点について判断する。 

ア 週休の取り方、新学期生徒募集の勤務時間及び配置転換は、いずれ

も組合員の労働条件の変更に関するものであることから、団体交渉事

項になり得る。 

イ 東朋学園は、前記第１でその一部を改めて引用した初審命令理由第

１の９の⑷ないし⑿で認定したとおり、支部が平成４年２月25日に週

休の取り方等に関して団体交渉を申しいれたのに対して、同年６月11

日までの間は、それらの事項は団体交渉には不適切であるとして事務

折衝という形式に固執したり、団体交渉の出席人員について組合と折
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り合いがつかないことを理由にしたりして団体交渉に応じなかった。

この一連の過程は、団体交渉の拒否と判断せざるを得ない。 

  もっとも、週休の取り方については、同年６月11日の北海道地方労

働委員会の本件第２回調査でなされた団体交渉の出席人員に関する合

意を受けて、同月17日及び同年７月７日に団体交渉が行われ、その後

同月22日の交渉で、東朋学園と組合の間に同学園の提案に沿った合意

が成立している。この合意についてはほどなく認識の違いが明らかに

なったとはいえ、組合が格別この問題に関する団体交渉の再開を申し

入れ、同学園がこれを拒否したという事情もうかがわれない。したが

って、これらの交渉については、団体交渉の拒否ないしは不誠実な団

体交渉とはいい難い。 

  しかし、他方、札幌校内の配置転換についてみると、東朋学園は、

同年４月25日に組合が申し入れたこの問題に関する団体交渉に応じず、

同年５月20日、これを一方的に実施した。このように、同学園が、事

前に組合から団体交渉の申入れがあったにもかかわらず、これに応じ

ず配置転換を一方的に実施したことは、組合の存在を無視するものと

いわざるを得ない。 

ウ ところで、本件団体交渉の発端となった週休二日制の一部改正は、

前記第１でその一部を改めて引用した初審命令理由第１の９の⑴で認

定したとおり、高宮学園が代々木ゼミナールグループ全体を対象に行

ったものであるが、組合が団体交渉を求めていたのは、週休二日制の

制度的枠組みの問題というよりは、当該制度の札幌校における具体的

運用の中での週休の取り方の問題であり、新学期生徒募集の勤務時間

や札幌校内の配置転換とともに、東朋学園が対応すべき問題であった

と考えられる。 

  また、現に、前記第１でその一部を改めて引用した初審命令理由第

１の９の⑷ないし⒇で認定したとおり、本件においては、組合は東朋

学園に団体交渉を申し入れ、それに対して同学園が当事者として対応

していることが認められる。 

  これらを総合的に考慮すると、本件においては、東朋学園が団体交

渉に誠実に応じるべき使用者であると判断される。 

エ 以上のことから、東朋学園の行為は、団体交渉拒否及び組合運営に

対する支配介入と認められ、労働組合法７条第２号及び第３号に該当

する不当労働行為と判断するのが相当である。 

５ 救済の方法について 

  本件の救済としては、具体的な事案の内容に応じて、支配介入の言動に

関して高宮学園に主文第１項及び第５項のとおり命じ、ビラ配布に関して

は東朋学園に主文第２項及び第４項のとおり命じるのが相当である。 

  また、団体交渉については、週休の取り方及び新学期生徒募集の勤務時

間に関する交渉の経緯にかんがみ、また、今後の正常な労使関係の形成に
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資することを重視し、東朋学園に対して主文第３項及び第４項のとおり命

じることとする。 

  以上のとおりであるので、初審命令主文を主文Ｉのとおり変更するほかは、

本件再審査申立てには理由がない。 

  よって、労働組合法第25条及び第27条並びに労働委員会規則第55条の規定

に基づき、主文のとおり命令する。 

 

 平成８年12月18日 

     中央労働委員会 

      会長 山口 俊夫  ㊞ 


